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小売店で店頭での接客業務などに従事し
ていた販売員Ｘが、発熱や咳などの症状を
発したためＰＣＲ検査を受けたところ、新
型コロナウイルスの陽性反応が出た。

管轄の労働基準監督署においてＸの勤務
実態を調査したところ、感染経路の特定に
は至らなかったが、発症前14日間の業務
において、日々数十人と接客し商品の説明
などを行っていたことが認められた。
一方、発症前14日間の私生活における
外出は、日用品の購入や散歩などにとどま
り、私生活での感染リスクは低いとされた。
医学専門家からは、接客中の飛沫感染や接
触感染が考えられるなど、Ｘの感染は業務
により引き起こされた蓋然性が高いとの意
見が示された。
以上の経緯により、Ｘの感染はその経路
こそ特定されないものの、顧客との近接や
接触が多い労働環境の下で行われたものと
認められることから、業務により感染した
蓋然性が高く、業務上と判断された。

新型コロナウイルス感染症に関しては本
稿執筆時点で未だ解明されていない点が数
多く残されているものの、こと業務上外の
判断に関していえば、その判断基準は従来
のものと大きく変わるところはない。すな
わち、労働者の新型コロナウイルスへの感
染と従事する業務との間に相当因果関係が
認められるか否かという考え方に基づき、
労働基準法施行規則別表第1の2第6号（細
菌、ウイルスなどの病原体による疾病）の
1（診療、看護、介護または研究その他の目

が
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的で病原体を取り扱う業務による伝染性疾
病）または5（その他、細菌やウイルスな
どの病原体にさらされる業務に起因するこ
との明らかな疾病）に該当するか否かを判
断することとなる。
もっとも新型コロナウイルス感染症に関
しては、すでにわが国全体で万単位の感染
事例が報告されている疾病であり、また無
症状の感染者によって感染が拡大するリス
クがあるという特性を備えていることも明
らかになっている。そのため、上記の判断
に際しては、調査により感染経路が特定さ
れなくとも、業務により感染した蓋然性が
高く、業務に起因したものと認められる場
合にはこれに該当するものとして運用する
こととされた。
その具体的な取り扱いは、新型コロナウ
イルスへの感染が日本国内で発生したか否
かによって異なっており、本稿では日本国
内での発生事例に絞って解説する。まず医
療従事者や介護従事者などが新型コロナウ
イルスに感染した場合は、業務外で感染し
たことが明らかな場合を除き、原則として
業務上の疾病と判断される。またそれ以外
の業務に従事する労働者であっても、感染
経路が特定され感染源が業務に内在してい
たことが明らかに認められる場合には、同
じく業務上の疾病として扱われる。
医療従事者や介護従事者など以外の労
働者で感染経路が特定されなかった場合で
も、感染リスクが相対的に高いと考えられ
る労働環境の下で業務に従事していた労働
者が感染した場合には、業務により感染し
た蓋然性が高く業務に起因したものと認め
られるか否かを個別の事案に即して判断す
るとされている。この場合における「感染
リスクが相対的に高いと考えられる労働環
境」とは、複数の感染者が確認された労働

環境または顧客などとの近接や接触の機会
が多い労働環境を指す。またこの判断をす
る際には、最長で14日間とされる新型コ
ロナウイルスの潜伏期間内の業務従事状況
や一般生活状況などを調査したうえで、医
学専門家の意見も踏まえ判断することとさ
れた。本稿で取り上げた事例は、正にこの
パターンに当てはまるものである。
新型コロナウイルスは、主に飛沫感染（感
染者の飛沫と一緒にウイルスが放出され、
他人がそのウイルスを口や鼻から吸い込ん
で感染すること）と接触感染（ウイルスが
付着した物に触れた手で自らの口や鼻に触
れることにより、粘膜を通じて感染するこ
と）により感染すると考えられている。そ
のため、いわゆる「夜の街」や家庭内、大
人数での会食などで感染が拡大した事例が
多く報じられているが、飛沫感染や接触感
染のリスクは職場にも同様に存在する。
すでに多くの職場で消毒液の常備や出勤
時の検温、透明ビニールカーテンの設置な
どといった取組みを進めていることと思わ
れるが、労働環境がいわゆる「三密」（密閉・
密集・密接）の状態にある限り、その効果
は十分に発揮されにくい。
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